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連結計算書類   連 結 財 政 状 態 計 算 書 

（2020 年 3 月 31 日現在） 

（単位：百万円） 

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

〔 資 産 の 部 〕  〔 負 債 の 部 〕  

流 動 資 産 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 
営業債権及びその他の債権 

た な 卸 資 産 

そ の 他 の 金 融 資 産 

そ の 他 の 流 動 資 産 

非 流 動 資 産 

有 形 固 定 資 産 

無 形 資 産 

使 用 権 資 産 

持分法で会計処理されている投資 

そ の 他 の 金 融 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 の 非 流 動 資 産 

 

678,867 

78,047 

195,734 

187,530 

190,795 

26,760 

721,679 

566,046 

10,831 

25,263 

9,560 

23,691 

83,143 

3,141 

流 動 負 債 

営業債務及びその他の債務 

借 入 金 

リ ー ス 負 債 

そ の 他 の 金 融 負 債 

未 払 法 人 所 得 税 等 

引 当 金 

そ の 他 の 流 動 負 債 

非 流 動 負 債 

借 入 金 

リ ー ス 負 債 

そ の 他 の 金 融 負 債 

退 職 給 付 に 係 る 負 債 

引 当 金 

繰 延 税 金 負 債 

そ の 他 の 非 流 動 負 債 

負 債 計 

454,065 

383,832 

31,074 

6,897 

6,402 

4,838 

9,836 

11,183 

161,844 

37,515 

15,459 

44 

97,993 

469 

2,846 

7,515 

615,909 

  〔 資 本 の 部 〕  

  親会社の所有者に帰属する持分 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

その他の資本の構成要素 

非 支 配 持 分 

資 本 計 

735,996 

26,480 

63,898 

657,668 

△ 12,050 

48,639 

784,636 

合 計 1,400,546 合 計 1,400,546 
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連 結 損 益 計 算 書 

（2019 年 4 月 1 日から 2020 年 3 月 31 日まで） 

（単位：百万円） 

科 目 金 額 

売 上 収 益 1,622,194 

売 上 原 価 1,513,038 

売 上 総 利 益 109,156 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 86,923 

そ の 他 の 収 益 16,327 

そ の 他 の 費 用 18,647 

営 業 利 益 19,912 

金 融 収 益 1,857 

金 融 費 用 3,203 

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 △ 1,736 

税 引 前 利 益 16,830 

法 人 所 得 税 費 用 11,026 

当 期 利 益 5,804 

当 期 利 益 の 帰 属 

親 会 社 の 所 有 者 4,628 

非 支 配 持 分 1,176 
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計算書類     貸 借 対 照 表 

（2020 年 3 月 31 日現在） 

（単位：百万円） 

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

〔 資 産 の 部 〕  〔 負 債 の 部 〕  

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 
預 け 金 
売 掛 金 

電 子 記 録 債 権 

信 託 受 益 権 

有 価 証 券 

製 品 

原 材 料 

仕 掛 品 

貯 蔵 品 

未 収 入 金 

短 期 貸 付 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 輌 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関係会社株式・出資金 

長 期 貸 付 金 

前 払 年 金 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

551,583 

1,275 

155,275 

261,060 

24,076 

853 

1,000 

29,702 

44 

25,060 

1,721 

35,299 

5,095 

11,613 

△ 497 

461,660 

255,105 

65,629 

7,953 

128,578 

754 

7,117 

44,793 

277 

4,795 

201,759 

11,043 

110,301 

5,155 

315 

73,895 

1,170 

△ 122 

流 動 負 債 

電 子 記 録 債 務 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 費 用 

預 り 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

そ の 他 

負 債 計 

 

〔 純 資 産 の 部 〕 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

純資産計 

 

 

342,102 

52,789 

106,849 

1,700 

9,641 

2,269 

131,914 

36,521 

416 

61,625 

60,839 

786 

403,727 

 

 

609,136 

26,480 

48,611 

20,000 

28,611 

534,044 

7,470 

526,574 

177,000 

349,574 

379 

379 

609,515 

合 計 1,013,243 合 計 1,013,243 
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損 益 計 算 書 

（2019 年 4 月 1 日から 2020 年 3 月 31 日まで） 

（単位：百万円） 

科 目 金 額 

売 上 高 

売 上 原 価 

売 上 総 利 益 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 

そ の 他 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

そ の 他 

経 常 利 益 

税 引 前 当 期 純 利 益 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 

法 人 税 等 調 整 額 

当 期 純 利 益 

 

 

 

 

 

 

29,621 

11,080 

1,399,858 

1,330,830 

69,027 

65,653 

3,373 

 

 

40,701 

 

 

16,942 

 

748 

16,194 

 

 

6,640 

△ 5,632 

27,133 

27,133 

 

1,008 

 26,125 
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個別注記表  

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により 

 処理し、売却原価は移動平均法により処理しております） 

時価のないもの・・・移動平均法による原価法 

2. デリバティブは時価法により評価しております。 

3. たな卸資産は総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）により評価しております。 

4. 固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

(2) 無形資産（リース資産を除く） 

定額法 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額をゼロとする定額法によっております。 

なお、リース取引開始日が2008年3月31日以前の所有権移転外ファイナンス･リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

5. 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率を基本とし

て総合的に勘案し、また、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

6. 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の

見込み額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

また、役員退職慰労引当金は、役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。なお、当期末要支給額（1,074百万円）は、退職給付引当

金に含めて計上しております。 

7. ヘッジ会計の方法は、原則的な処理方法を採用しております。 

8. 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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２．貸借対照表に関する注記  

1. 関係会社に対する短期金銭債権 378,916百万円 

2. 関係会社に対する長期金銭債権 5,130百万円 

3. 関係会社に対する短期金銭債務 36,440百万円 

4. 有形固定資産の減価償却累計額 734,586百万円 

5. 担保に供している資産及び担保に係る負債 

担保に供している資産  

有価証券 1,000百万円                           

投資有価証券 6,144百万円 

担保に係る負債 

従業員預り金 6,383百万円 

貸借対照表上は流動負債預り金に含めて記載しております。 

 

３．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、未払費用、減価償却限度超過額であり、評価性

引当額を控除しております。 

 

４．関連当事者との取引に関する注記  

1. 親会社及び法人主要株主等 

属 性 会社等の名称 
議 決 権 等 の 

被 所 有 割 合 
関 連 当 事 者 
と の 関 係 

取 引 の 内 容 
取 引 金 額 

（百万円） 
科 目 

期 末 残 高 

（百万円） 

親会社 
アイシン精機
株式会社 

直接  56.3％ 
間接   4.0％ 

親会社からの
部品購入 
役員の兼任 

金銭消費貸借契約
に基づく取引 

140,257 預け金 155,275 

当社株式の交付 33,917 － － 

その他の
関係会社 

トヨタ自動車
株式会社 

直接  39.7％ 
当社製品の 
販売 
役員の兼任 

自動車部品の販売 460,845 

売掛金 39,447 

電子記
録債権 

13,323 

(注) 1. 金銭消費貸借契約に基づく預け金の取引金利は、市場金利を勘案して決定しております。 

2. 預け金の取引金額は、期中の平均残高を記載しております。 

3. 当社株式の交付は、アイシン精機株式会社の子会社であるアイシン・エーアイ株式会社と 

当社との経営統合に伴うものです。取引金額の内訳は、新株の発行26,848百万円、自己株式の処分 

7,068百万円であります。 

4. 自動車部品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、 

毎期価格交渉のうえ決定しております。 
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2. 子会社 

属 性 会社等の名称 
議 決 権 等 の 

所 有 割 合 
関連当事者 
と の 関 係 

取 引 の 内 容 
取 引 金 額 
（百万円） 

科 目 
期 末 残 高 
（百万円） 

子会社 
ｱｲｼﾝ･ｴｨ･ 
ﾀﾞﾌﾞﾘｭ工業 
株式会社 

直接  79.2％ 
子会社から
の部品購入 
役員の兼任 

金銭消費貸借契約
に基づく取引 

11,590 預り金 6,579 

子会社 
株式会社 
ｴｨ･ﾀﾞﾌﾞﾘｭ 
瑞浪 

直接  100％ 
子会社から
の部品購入 
役員の兼任 

金銭消費貸借契約
に基づく取引 

4,174 
短 期 
貸付金 

－ 

6,000 
長 期 
貸付金 

－ 

子会社 
ｴｨ･ﾀﾞﾌﾞﾘｭ･ 
ﾖｰﾛｯﾊﾟ 
株式会社 

直接  88.9％ 
間接   5.0％ 

当社製品の 
販売 
役員の兼任 

金銭消費貸借契約
に基づく取引 

7,701 預り金 10,759 

自動車部品の販売 324,480 売掛金 140,788 

(注) 1. 金銭消費貸借契約に基づく預り金・貸付金の取引金利は、市場金利を勘案して決定しております。 

2. 預り金・貸付金の取引金額は、期中の平均残高を記載しております。 

3. 自動車部品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、 

毎期価格交渉のうえ決定しております。 

 

５．１株当たり情報に関する注記 

1. １株当たり純資産額 62,180円99銭 

2. １株当たり当期純利益 2,665円28銭 

 

６．重要な後発事象に関する注記 

（自己株式の取得） 

当社は、2020年3月25日開催の取締役会において、会社法第156条第1項、第160条第1項の規定に基

づき、自己株式の取得に関する事項について決議し、以下のとおり自己株式を取得いたしました。 

 

(1) 自己株式の取得を行う理由 

  当社は､2021年4月にアイシン精機株式会社と合併を予定しております。本合併は、当社が、トヨタ

自動車株式会社の保有する当社株式の全てを、自己株式として取得した後、アイシン精機株式会社

と当社が合併する形で実施することを、2019年10月31日にトヨタ自動車、アイシン精機株式会社及

び当社の3社で基本合意いたしました。今回の自己株式の取得は、本基本合意に基づき実施したも

のです。 

 

(2)取得の内容 

①取得する株式の種類 

 普通株式 

②取得する株式数 

 3,887,000株  

③株式の取得価額 
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  約300,000百万円 

④取得方法 

特定の株主（トヨタ自動車株式会社）からの取得 

 

(3)取得の時期 

  2020年4月1日 

 

（資金の借入） 

   当社は、親会社であるアイシン精機株式会社と締結しているＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・サ

ービス）貸付に係る基本約定書に基づき、以下のとおり借入を実行いたしました。 

 

(1)資金使途 

  自己株式の取得を行うため 

 

(2)借入の概要 

①借入先 

    アイシン精機株式会社 

②借入金額 

   114,500百万円 

③借入条件 

 実勢金利 

④借入実行日 

 2020年4月1日 

⑤借入期間 

 ＣＭＳにおける取引のため、返済期限の定めはありません。 

⑥担保提供資産又は保証の内容 

 なし 



 


